
九 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要   

十 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態   

十一 当該申請に係る事業に係る資産の状況   

十二 当該申請に係る事業に係る介護予防サービス責の請求に関する事項   

十三 誓約書   

十四 役員の氏名、生年月日及び住所   

十五 その他指定に閲し必要と認める事項  

2 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該指定を受けようとする者が法第七十条第一   

項の規定に基づき福祉用具貸与に係る指定居宅サービス事業者の指定を受けている場合にお・   

いて、既に当該都道府県知事に提出している前項第四号から第十一号までに掲げる事項に変更   

がないときは、これらの事項に係る申請書の記載又は書類の提出を省略させることができる。  

3 法第百十五条の十において準用する法第七十条の二第一項の規定に基づき介護予防福祉   

用具貸与に係る指定介護予防サービス事業者の指定の更新を受けようとする者は、第一項各号   

（第三号及び第十三号を除く。）に掲げる事項及び次に掲げる事項を記載した申請書又は書類を、   

当該指定に係る事業所の所在地を管轄する都道府県知事に提出しなければならない。   

一 現に受けている指定の有効期間満了日   

二 誓約書  

4 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該申請に係る事業者が既に当該都道府県知事   

に提出している第一項第四号から第十一号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事   

項に係る申請書の記載又は書類の提出を省略させることがセきる。  

（指定特定介護予防福祉用具販売事業者に係る指定の申請等）  

第百四十条の十三 法第百十五条の二第一項の規定に基づき特定介護予防福祉用具販売に係る   

指定介護予防サービス事業者の指定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書   

又は書類を、当該指定に係る事業所の所在地を管轄する都道府県知事に提出しなければならな   

い。   

一 事業所の名称鱒び所在地   

二 申請者の名称及び主たる事務所の所在地並びにその代表者の氏名、生年月日、住所及び職  
名  

当該申請に係る事業の開始の予定年月日  

四 申請者の定款、寄附行為等及びその登記事項証明書又は条例等  

五 事業所の平面図及び設備の概要  

六 事業所の管理者の氏名、生年月日、住所及び経歴  

七 運営規程  

八 利用者からの苦情を処理するために講ずる措置の概要  

九 当該申請に係る事業に係る従業者の勤務の体制及び勤務形態  

十 当該申請に係る事業に係る資産の状況  

十一 誓約書  

十二 役員の氏名、生年月日及び住所  

十三 その他指定に閲し必要と認める事項  
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2 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該指定を受けようとする者が法第七十条第一   

項の規定に基づき特定福祉用具販売に係る指定居宅サービス事業者の指定を受けている場合   

において、既に当該都道府県知事に提出している前項第四号から第十号までに掲げる事項に変   

更がないときは、これらの事項に係る申請書の記載又は書類の提出を省略させることができる。  

3 法第百十五条の十において準用する法第七十条の二第一項の規定に基づき特定介護予防   

福祉用具販売に係る指定介護予防サービス事業者の指定の更新を受けようとする者は、第一項   

各号（第三号及び第十一号を除く。）に掲げる事項及び次に掲げる事項を記載した申請書又は書   

類を、当該指定に係る事業所の所在地を管轄する都道府県知事に提出しなければならない。   

一  現に受けている指定の有効期間満了日   

誓約書  

4 前項の規定にかかわらず、都道府県知事は、当該申請に係る事業者が既に当該都道府県知事   

に提出している第一項第四号から第十号までに掲げる事項に変更がないときは、これらの事項   

に係る申請書の記載又は書類の提出を省略させることができる。  
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指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について（平  

成11年9月17日・老企第25号）（抜粋）  

指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成11年3  

月31日・厚生省令第37号）（抜粋）  

第1 基準の性格  

1 基準は、指定居宅サービスの事業がその目的を達成するために必要な最低   

限度の基準を定めたものであり、指定居宅サービス事業者は、常にその事其   

の運営の向上に努めなければならないこと。  

2 指定居宅サービスの事業を行う者又は行おうとする者が満たすべき基準専   

を満たさない場合には、指定居宅サービスの指定又は更新は受けられず、ま   

た、基準に違反することが明らかになった場合には、①相当の期間を定めて   

基準を遵守するよう勧告を行い、②相当の期間内に勧告に従わなかったとき   

は、事業者名、勧告に至った経緯、当該勧告に対する対応等を公表し、③正   

当な理由が無く、当該勧告に係る措置を採らなかったときは、相当の期限を   

定めて当該勧告に係る措置を採るよう命令することができるものであるこ   

と。また、③の命令をした場合には事業者名、命令に至った経緯等を工事し   

なければならない。なお、③の命令に従わない場合には、当該指定を取り消   

すこと、又は取消しを行う前に相当の期間を定めて指定の全部若しくは一部   

の効力を停止すること（不適正なサービスが行われていることが判明した場   

合、当該サービスに関する介護報酬の請求を停止させること）ができる。た   

だし、次に掲げる場合には、基準に従った適正な運営ができなくなったもの   

として、直ちに指定を取り消すこと又は指定の全部若しくは一部の効力を停   

止することができるものであること。   

① 次に掲げるときその他の事業者が自己の利益を図るために基準に違反し  

たとき   

イ 指定居宅サービスの提供に際して利用者が負担すべき額の支払を適正  

に受けなかったとき  

ロ 居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に対して特定の事  

業者によるサービスを利用させることの代償として、金品その他の財産  

第一章 総則  

（趣旨）  

第1条 指定居宅サービスの事業に係る介護保険法（平成9年法律第123乳  

以下「法」という。）第74粂第1項の基準及び員数並びに同条第2項の指定居  

宅サービスの事業の設備及び運営に関する基準並びにこれらのうち法第堤粂   

第1項第二号の基準該当居宅サービスの事業が満たすべきものについては、こ   

の省令の定めるところによる。  

上の利益を供与したとき   

② 利用者の生命又は身体の安全に危害を及ぼすおそれがあるとき   

③ その他①及び②に準ずる重大かつ明白な基準違反があったとき  

3 運営に関する基準及び介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準   

に従って事業の運営をすることができなくなったことを理由として指定が取   

り消され、法に定める期間の経過後に再度当該事業者から当該事業所につい   

て指定の申請がなされた場合には、当該事業者が運営に関する基準及び介護   

予防のための効果的な支援の方法に関する基準を遵守することを確保するこ   

とに特段の注意が必要であり、その改善状況等が確認されない限り指定を行   

わないものとすること。  

4 特に、居宅サービスの事業の多くの分野においては、基準に合致すること   

を前提に自由に事業への参入を認めていること等にかんがみ、基準違反に対   

しては、厳正に対応すべきであること。  

第2 総論  

1 事業者指定の単位について   

事業者の指定は、原則としてサービス提供の拠点ごとに行うものとするが、  

例外的に、待機や道具の保管、着替え等を行う出張所等であって、次の要件を  

満たすものについては、一体的なサービス擾供の単位として「事業所」に含め  

て指定することができる取扱いとする。  

① 利用申込みに係る調査、サービス提供状況の把握、職員に対する技術指導   

等が一体的に行われること。  

② 職員の勤務体制、勤務内容等が一元的に管理されること。必要な場合に随   

時、主たる事業所や他の出張所等との間で相互支援が行える体制（例えば、   

当吉亥出張所等の従業者が急病等でサービスの提供ができなくなった場合に、   

主たる事業所から急遽代替要員を派遣できるような体制）にあること。  

③ 苦情処理や損害賠償等に際して、一体的な対応ができる体制にあろこと。  

④ 事業の目的や運営方針、営業日や営業時間、利用料等を定める同一の運営  
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規程が定められること。  

（9 人事、給与・福利厚生等の勤務条件等による職員管理が・一一元的に行われる   

こと。  

（定義）  

第2粂 この省令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各   

号に定めるところによる。   

－ 居宅サービス事業者 法第8粂第1項に規定する居宅サービス事業を行  

う者をいう。   

二 指定居宅サービス事業者又は指定居宅サービス それぞれ法第41粂第l   

項に規定する指定居宅サービス事業者又は指定居宅サービスをいう。   

三 利用料 法第41粂第1項に規定する居宅介護サービス費の支給の対象と   

なる費用に係る対価をいう。   

四 居宅介護サービス費用基準額 法第41粂第4項第一号又は第二号に規定   

する厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額（その扱が現に当該   

指定居宅サービスに要した費用の額を超えるときは、当該現に指定居宅サー   

ビスに要した費用の額とする。）をいう。   

五 法定代理受領サービス 法第41粂第6項の規定により居宅介護サービス   

費が利用者に代わり当該指定居宅サービス事業者に支払われる場合の当該   

居宅介護サービス費に係る指定居宅サービスをいう。   

六 基準該当居宅サービス 法第42粂第1項第二号に規定する基準該当居宅   

サービスをいう。   

七 常勤換算方法 当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所におい   

て常勤の従業者が勤務すべき時間数で除することにより、当該事業所の従業   

者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法をいう。  

2 用語の定義   

基準第2粂において、一定の用語についてその定義を明らかにしているとこ  

ろであるが、以下は、同条に定義が置かれている用語について、その意味をよ  

り明確なものとするとともに、基準中に用いられている用語であって、定義規  

定が置かれていないものの意味を明らかにするものである。  

（1）「常勤換算方法」   

当該事業所の従業者の勤務延時間数を当該事業所において常勤の従業者が勤  

務すべき時間数（32時間を下回る場合は32時間を基本とする。）で除すること  

により、当該事業所の従業者の員数を常勤の従業者の員数に換算する方法をい  

うものである。この場合の勤務延時間数は、当該事業所の指定に係る事業のサ  

ービスに従事する勤務時間の延べ数であり、例えば、当該事業所が訪問介護と  

訪問者譲の指定を重複して受ける場合であって、ある従共著が訪問介護員等と  

看護師等を兼務する場合、訪問介護員等の勤務延時間数には、訪問介護員等と  

しての勤務時間だけを算入することとなるものであること。  

（2）「勤務延時間数」   

勤務表上、当該事業に係るサービスの提供に従事する時間又は当該事業に係  

るサービスの提供のための準備等を行う時間（待機の時間を含む。）として明確  

に位置付けられている時間の合計数とする。なお、従業者l人につき、勤務延  

時間数に算入することができる時間数は、当該事業所において常勤の従業者が  

勤務すべき勤務時間数を上限とすること。  

（3） r手首勤」   

当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の  

従業者が勤務すべき時間数（32時間を下回る場合は32時間を基本とする。）に  

達していることをいうものである。同一の事業者によって当該事業所に併設さ  

れる事業所の職務であって、当該事業所の職務と同時並行的に行われることが  

差し支えないと考えられるものについては、それぞれに係る勤務時間の合計が  

常勤の従業者が勤務すべき時間数に達していれば、常勤の要件を満たすもので  

あることとする。例えば、1の事業者によって行われる指定訪問介護事業所と指  

定居宅介護支援事業所が併設されている場合、指定訪問介護事業所の管理者と  

指定居宅介護支援事業所の管理者を兼務している者は、その勤務時間の合計が  

所定の時間に達していれば、常勤要件を満たすこととなる。  

（4） r専ら従事する」「専ら提供に当たる」   

原則として、サービス提供時間帯を通じて当該サービス以外の職掛こ従事し  

ないことをいうものである。この場合のサービス提供時間帯とは、当該従業者  

の当該事業所における勤務時間（指定適所介護及び指定適所リハビリテーショ  

ンについては、サービスの単位ごとの提供時間）をいうものであり、当該従業  

者の常勤・非常勤の別を問わない。ただし、適所介護及び適所リハビリテーシ  

ョンについては、あらかじめ計画された勤務表に従って、サービス提供時間帯  

の途中で同一職種の従業者と交代する場合には、それぞれのサービス提供時間  

を通じて当該サービス以外の職務に従事しないことをもって足りるものであ  

る。  

（5） r前年度の平均値」  

G）基準第121粂第4項（指定短期入所生活介矧こ係る生活相談員、介護職員   

又は看護職員の員数を算定する場合の利用者の数の算定方法）、第142粂第3   

項（老人性認知症疾患療養病棟を有する病院であって介護療養型医療施設で   

ない指定短期入所療養介護事業所における看護職員又は介護職員の員数を算   

定する場合の入院患者の数の算定方法）及び第175粂第3項（指定特定施設   

における生活相談員、看護職員若しくは介護職員の人員並びに計画作成担当   

者の人員の標準を算定する場合の利用者の数の算定方法）における「前年度   

の平均値」は、当該牛皮の前年度悔年4月1日に始まり翌年3■月31日をも   

って終わる年度とする。以下同じ。）の平均を用いる。この場合、利用者数等  
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の平均は、前年度の全利用者等の延数を当該前年度の日数で除して得た放と   

する。この平均利用者数等の算定に当たっては、′ト敦点第2位以下を切り上   

げるものとする。  

② 新たに事業を開始し、若しくは再開し、又は増床した事業者又は施設にお   

いては、新設又は増床分のベッドに関しては、前年度において1年未満の実   

績しかない場合（前年度の実績が全くない場合を含む。）の利用者数等は、新   

設又は増床の時点から6月未満の間は、便宜上、ベッド数の90％を利用者数等   

とし、新設又は増床の時点から6月以上1年未満の間は、直近の6月におけ   

る全利用者等の延数を6月間の日数で除して得た数とし、新設又は増床の時   

点から1年以上経過している場合は、直近1年間における全利用者等の延数   

を1年間の日数で除して得た数とする。また、滅床の場合には、減床後の実   

績が3月以上あるときは、減床後の利用者数等の延数を延日数で険して得た   

数とする。ただし、短期入所生活介護及び特定施設入居者生活介護について   

は、これらにより難い合理的な理由がある場合には、他の適切な方法により   

利用者数を推定するものとする。  

（指定居宅サービスの事業の一般原則）  

第3粂 指定居宅サービス事業者は、利用者の意思及び人格を尊重して、常に   

利用者の立場に立ったサービスの提供に努めなければならない．  

2 指定居宅サービス事業者は、指定居宅サービスの事業を運営するに当たっ   

ては、地域との結び付きを重視し、市町村（特別区を含む。以下同じ。）、他   

の居宅サービス事業者その他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供す   

る者との連携に努めなければならない。  

3 指定居宅サービスと指定介護予防サービス等の一体的運営等について   

指定居宅サービス又は基準該当居宅サービスに該当する各事業を行う者が、  

指定介護予防サービス又は基準該当介護予防サービスに該当する各事業者の指  

定を併せて受け、かつ、指定居宅サービス又は基準該当居宅サービスの各事業  

と指定介護予防サービス又は基準該当介護予防サービスの各事業とが同じ事業  

所で一体的に運営されている場合については、介護予防における各基準を満た  

すことによって、基準を満たしているとみなすことができる等の取扱いを行う  

ことができるとされたが、その意義は次のとおりである。   

例えば、訪問介護においては、指定居宅サービスにおいても、指定介護予防  

サービスにおいても、訪問介護員等を常勤換算方法で2．5人以上配置しなけれ  

ばならないとされているが、同じ事業所で一体的に運営している場合には、合  

わせて常勤換算方法で5人以上を置かなければならないという趣旨ではなく、  

常勤換算方法で2．5人以上配置していることで、指定居宅サービスに該当する  

訪問介護も、指定介讃予防サービスに該当する訪問介護も、双方の基準を満た  

すこととするという趣旨である。また、通所介護において、例えば、要介護の  

利用者が16人、要支援の利用者が4人である場合、それぞれが独立して基準を  

満たすためには、指定適所介護事業所にあっては、生活相談員1人、看護職員l  

人、介護職員2人を配置することが必要となり、指定介護予防適所介護事業所  

にあっては、生活相談員l人、介諸職員1人を配匿することが必要となるが、  

一体的に事業を行っている場合については、それぞれの事業所において、要介  

言蔓の利用者と要支援の利用者とを合算し、利用者を20人とした上で、生活相談  

員1人、看謹聴員1人、介語職員2人を配置することによって、双方の基準を  

満たすこととするという趣旨である。（機能訓練指導員については、いずれかの  

暇種の者が兼務することとした場合。）   

設備、備品についても同様であり、例えば、定員30人の指定適所介護事業所  

においては、機能訓練室の広さは30人×3汀i＝90r言を確保する必要があるが、  

この30人に介護予防適所介護事業所の利用者も含めて通算することにより、要  

介護者15人、要支援者15人であっても、あるいは要介護者20人、要支援者10  

人の場合であっても、合計で90r舶；確保されていれば、基準を満たすこととす  

るという趣旨である。   

要するに、人員についても、設備、備品についても、同一の事業所で一体的  

に運営する場合にあっては、例えば、従前から、指定居宅サービス事業を行っ  

ている者が、従来通りの体制を確保していれば、指定介護予防サービスの基準  

も同時に満たしていると見なすことができるという趣旨である。   

なお、居宅サービスと介護予防サービスを同一の拠点において運営されてい  

る場合であっても、完全に体制を分離して行われており一体的に運営されてい  

るとは評価されない場合にあっては、人員についても設備、備品についてもそ  

れぞれが独立して基準を満たす必要があるので留意されたい。  

17   



第3 介護サービス  

十一 福祉用具貸与  

第卜三章 福祉用具貸与  

第1節 基本方針  

（基本方針）  

第193条 指定居宅サービスに該当する福祉用具貸与（以下「指定福祉用具   

貸与」という。）の事業は、要介護状態となった場合においても、その利用者   

が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を   

営むことができるよう、利用者の心身の状と兄、希望及びその置かれている環   

境を踏まえた適切な福祉用具（法第8条第12項の規定により厚生労働大臣が   

定める福祉用具をいう。以下この章において同じ。）の選定の援助、取付け、   

調整等を行い、福祉用具を貸与することにより、利用者の日常生活上の便宜   

を図り、その後能訓練に資するとともに、利用者を介護する者の負担の軽減   

を図るものでなければならない。  

第2節 人員に関する基準  

（福祉用具専門相談員の員数）  

第194粂 指定福祉用具貸与の事業を行う者（以下「指定福祉用具貸与事業   

者」という。）が当該事業を行う事業所（以下「指定福祉用具貸与事業所Jと   

いう。）ごとに置くべき福祉用具専門相談員（令第3条の2第1項に規定する   

福祉用具専門相談員をいう。以下同じ。）の員数ほ、常勤換算方法で、2以上   

とする。  

2 指定福祉用具貸与事業者が次の各号に掲げる事業者の指定に係る事業と指   

定福祉用具貸与の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場   

合については、次の各号に掲げる事業者の区分に応じ、それぞれ当該各号に   

掲げる規定に基づく人員に関す計基準を碓たすことをもって、前項に規定す   

る基準を満たしているものとみなすことができる。   

一 指定介護予防福祉用具貸与事業者（指定介諸子防サービス等基準第266  

1 人員に関する基準  

（1）福祉用具専門相談員に関する事項（居宅基準第194条第1項）  

① 福祉用具専門相談員の範園については、政令第3粂の2第l項において定   

めているところであるが、福祉用具貸与に係る指定居宅サービス事業者の指   

定を受けようとする者は、当該福祉用具貸与に従事させることとなる者が政   

令第3粂の2第ユ項各号に規定する者であるかを確認する必要がある。  

② また、介護保険法施行令等の一部を改正する政令（平成18年政令第154号）   

附則第18粂第2項各号に規定する「都道府県知事が福祉用具専門相談員指定   

講習に相当する講習として都道府県知事が公示するものの課程」に該当する   

かどうかについて疑義があるときは、当該指定の申請をするに当たって、そ   

の旨を都道府県知事に申し出るものとする。  

③ 指定福祉用具貸与事業所ごとに置くべき福祉用具専門相談員の員数につい   

粂第1項に規定する指定介諸子防福祉用具貸与事業者をいう。以下同じ。）   

指定介讃予防サービス等基準第266条第1項  

二 指定特定介護予防福祉用具販売事業者（指定介護予防サービス等基準第   

282粂第1項に規定する指定特定介護予防福祉用具販売事業者をいう。以下   

同じ。） 指定介護予防サービス等基準第282粂第1項  

三 指定特定福祉用具販売事業者 第208粂第1項  

ては、常勤換算方法で2以上とされているが、当該指定福祉用具貸与事業者  

が、指定介護予防福祉用具貸与、指定特定福祉用具販売又は指定介言墨子防福  

祉用具販売に係る事業者の指定を併せて受ける場合であって、これらの指定  

に係る事業所と指定福祉用具貸与事業所が一体的に運営される場合について  

は、常勤換算方法で2以上の福祉用具専門相談員を配置することをもって、  

これらの指定に係るすべての人員基準を満たしているものとみなすことがで  

きる。したがって、例えば、同wの事業所において、指定福祉用具貸与、指  

定介護予防福祉用具貸与、指定特定福祉用臭腺売及び指定特定介護予防福祉  

用具販売の4つの指定を併せて受けている場合であっても、これらの運営が  

一体的になされているのであれば、福祉用具専門相談員は常勤換算方法で2  

人でもって足りるものである。  

（管理者）  

第195条 指定福祉用具貸与事業者は、指定福祉用具貸与事業所ごとに専ら   

その職務に従事する常勤の管理者を置かなければならない。ただし、指定福   

祉用具貸与事業所の管理上支障がない場合は、当該指定福祉用具貸与事業所   

の他の職掛こ従事し、又は同一故地内にある他の事業所、施設等の職務に従   

事することができるものとする。  

（2）管理者（居宅基準第195条）   

訪問介護の場合と同趣旨であるため、第3の一（訪問介護）の1の（3）を参照  

されたい。  

第3の一の1（3）より   

指定福祉用具貸与事業所の管理者は常勤であり、かつ、原則として専ら当   

該事業所の管理業務に従事するものとする。ただし、以下の場合であって、   

当該事業所の管理業務に支障がないときは、他の職務を兼ねることができる   

ものとする。なお、管理者は、福祉用具専門相談員である必要はないもので   

ある。   

① 当該指定福祉用具貸与事業所の福祉用具専門相談員としての暇務に従事  

する場合   

② 同一敷地内にある又は道路を隔てて隣接する等、特に当該事業所の管理   

業務に支障がないと認められる範周内に他の事業所、施設等がある場合に、  
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当該他の事業所、施設等の管理者又は従業者としての職務に従事する場合  

（この場合の他の事業所、施設等の事業の内容は問わないが、例えば、管  

理すべき事業所数が過剰であると個別に判断される場合や、併設される入  

所施設において入所者に対しサービス提供を行う看護・介護職員と兼務す   

る場合などは、替理業務に支障があると考えられる。ただし、施設におけ  

る勤務時間が極めて限られている職員である場合等、個別に判断の上、例  

外的に認める場合があっても差し支えない。）  

2 設備に関する基準  

（1）居宅基準第196粂第1項に規定する必要な広さの区画については、利用申   

込の受付、相談等に対応するのに適切なスペースを確保するものとする。  

（2）指定福祉用具貸与事業者は、指定福祉用具貸与に必要な設備及び備品等を   

確保するものとする。ただし、他の事業所又は施設等と同一敷地内にある場   

合であって、指定福祉用具貸与の事業及び当該他の事業所又は施設等の運営   

に支障がない場合は、当該他の事業所又は施設等に備え付けられた設備及び   

備品等を使用することができるものとする。  

（3）同条第2項第一号ロIi、既に消毒又は補修がなされている福祉用具とそれ   

以外の福祉用具の区分について、保管重を別にするほか、つい立ての設置等   

両者を保管する区域を明確に区分するための措置が講じられていることをい   

うものである。  

（4）同条第2項第二号に定める福祉用具の消毒のた捌こ必要な器材とは、■居宅   

基準第203粂第2項の規定による消毒方法により消毒を行うために必要な器   

材■をいう。   

第3節 設備に関する基準  

（設備及び備品等）  

第196粂 指定福祉用具貸与事業者は、福祉用具の保管及び消毒のために必   

要な設備及び器材並びに事業の運営を行うために必要な広さの区画を有する   

ほか、指定福祉用具貸与の提供に必要なその他の設備及び備品●等を備えなけ   

ればならない。ただし、第203粂第3項の規定に基づき福祉用具の保管又は   

消毒を他の事業者に行わせる場合にあっては、福祉用具の保管又は消毒のた   

めに必要な設備又は器材を有しないことができるものとする。  

2 前項の設備及び器材の基準は、次のとおりとする。   

一 福祉用具の保管のために必要な設備  

イ 清潔であること。   

ロ 既に消葦又は補修がなされている福祉用具とそれ以外の福祉用具を区  

分することが可能であること。   

ニ 福祉用具の消毒のために必要な器材  

当該指定福祉用具貸与事業者が取り扱う福祉用具の種類及び材質等からみ   

て適切な消毒効果を有するものであること。  

3 指定福祉用具貸与事業者が措定介護予防福祉用具貸与事業者の指定を併せ   

て受け、かつ、指定福祉用具貸与の事業と指定介讃予防福祉用具貸与（指定   

介護予防サービス等基準案265粂に規定する指定介護予防福祉用具貸与をい   

う．以下同じ。）の事業とが同一の事業所において一体的に運営されている場   

合については、措定介護予防サービス等基準第268粂第】項及び第2項に規   

定する設備に関する基準を満たすことをもって、前2矧こ規定する基準を満  

たしているものとみなすことができる。  

第4節 運営に関する基準  

（内容及び手続の説明及び同意）  

第8粂 指定福祉用具貸与事業者は、指定稿祉用具貸与の提供の開始に際し、   

あらかじめ、利用申込者又はその家族に射し、第200粂に規定する運営規程   

の概要、福祉用具専門相談員の勤務の体制その他の利用申込者のサービスの   

選択に資すると認められる重要事項を記した文書を交付して説明を行い、当   

該提供の開始について利用申込者の同意を得なければならない。  

2 指定福祉用具貸与事業者は、利用申込者又はその家族からの申出があった   

場合には、前項の規定による文書の交付に代えて、第5項で定めるところに   

より、当該利用申込者又はその家族の承諾を得て、当該文昔に記すべき重要   

事項を電子情報処理組織を使用する方法その他の情報通信の技術を利用する   

方法であって次に掲げるもの（以下この粂において「電磁的方法」という。）   

により提供することができる。この場合において、当院指定福祉用具貸与事   

業者は、当該文書を交付したものとみなすこ   

－ 電子情報処理組織を使用する方法のうちイ又はロに掲げるもの  

イ 指定福祉用具貸与事業者の使用に係る電子計算機と利用申込者又はそ  

の家族の任用に係る電子計算機とを接続する電気通信回線を通じて送信  

し、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録する方  

法  

口 指定拓祉用具貸与事業者の使用に係る電子計算機に備えられたファイ  

ルに記録された前項に規定する重要事項を電気通信回線を通じて利用申  

込者又はその家族の閲覧に供し、当該利用申込者又はその家族の使用に  

係る電子計算機に備えられたファイルに当吉亥重要事項を記録する方法  

（電磁的方法による擾供を受ける旨の承諾又は受けない旨の申出をする  

場合にあっては、指定橿祉用具貸与事業者の使用に係る電子計算機に備  

えられたファイ／レにその旨を記録する方法）  

3 運営に関する基準  

（1）内容及び手続の説明及び同意   

居宅基準第8条は、指定福祉用具貸与事業者は、利用者に対し適切な指定福  

祉用具貸与を壌供するため、その提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者  

又はその家掛こ対し、当該指定福祉用具貸与事業所の運営規程の概要、福祉用  

具専門相談員の勤務体制、事故発生時の対応、苦情処理の体制等の利用申込者  

がサービスを選択するために必要な重要事項について、わかりやすい説明書や  

パンフレット等の文書を交付して懇切丁寧に説明を行い、当該事業所から指定  

福祉用具貸与の提供を受けることにつき同意を得なければならないこととした  

ものである。なお、当該同意については、利用者及び指定福祉用具貸与事業者  

双方の保諌の立場から書面によって確認することが望ましいものである。  
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二 磁気ディスク、シ山・ディーー・ロムその他これらに準ずる方法により一  

定の事項を確実に記録しておくことができる物をもって調製するファイル  

に前項に規定する重要事項を記録したものを交付する方法  

3 前項に掲げる方法は、利用申込者又はその家族がファイルへの記録を出力   

することによる文書を作成することができるものでなければならない。  

4 第2項第一号の「電子情報処理組織」とは、指定福祉用具貸与事業者の使  

J引こ係る電子計算梯と、利用申込者又はその家族の使用に係る電子計算機と   

を電気通信回線で接続した電子情報処理組織をいう。  

5 指定福祉用具貸与事業者は、第2項の規定により第1項に規定する重要事   

項を提供しようとするときは、あらかじめ、当該利用申込者又はその家族に   

対し、その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内容を示し、文書又は電   

磁的方法の種類及び内容を示し、文書又は電磁的方法による承諾を得なけれ   

ばならない。   

】 第2項各引こ規定する方法のうち指定福祉用具貸与事業者が使用するも  

の   

ニ ファイ／レへの記録の方式  

6 前項の規定による承諾を得た指定福祉用具貸与事業者は、当該利用申込者   

又はその家族から文書又は電磁的方法により電磁的方法による提供を受けな   

い旨の申出があったときは、当該利用申込者又はその家族に対し、第l項に   

規定する重要事項の提供を電磁的方法によってしてはならない。ただし、当   

冨亥利用申込者又はその家族が再び前項の規定による承諾をした場合は、この   

限りでない。  

（提供拒否の禁止）  

第9粂 指定福祉用具貸与事業者は、正当な理由なく指定福祉用具貸与の提供   

を拒んではならない。  

（2）提供拒否の禁止   

居宅基準第9粂は、指定福祉用具貸与事来者は、原則として、利用申込に対  

しては応じなければならないことを規定したものであり、特に、要介護度や所  

得の多寡を理由にサービスの提供を拒否することを禁止するものである。拒否  

を拒むことのできる正当な理由がある場合とは、（D当該事業所の現員からは利  

用申込に応じきれない場合、②利用申込者の居住地が当該事業所の通常の事業  

の実施地域外である場合、その他利用申込者に対し自ら適切な指定福祉用具貸  

与を提供することが困難な場合である。  

（サービス提供困紳寺の対応）  

第10条 指定福祉用具貸与事業者は、当該指定福祉用具貸与事業所の通常の   

事業の実施地域（当該事業所が通常時に当該サービスを提供する地域という。   

以下同じJ、取り扱う福祉用具の種目等を勘案し、利用申込者に対し自ら適   

切な指定福祉用具貸与を提供することが困難であると認めた場合は、当該利   

用申込者に係る居宅介護支援事業者への連絡、適当な他の指定福祉用具貸与   

事業者等の紹介その他の必要な措置を速やかに講じなければならない。  

（受給跨格等の確認）  

第11粂 指定福祉用具貸与事業者は、指定福祉用具貸与の提供を求められた   

場合は、その昔の提示する被保険者証によって、被保険者資格、要介護認定   

の有無及び要介護認定の有効期間を確かめるものとする。  

2 指定福祉用具貸与事業者は、前項の被保険者証に、法第73条第2頓に規定   

する認定審査会意見が記載されているときは、当該認定審査会意見に配慮し   

て、指定福祉用具貸与を提供すらように努めなければならない。  

（3）サービス提供困難時の対応   

指定福祉用具貸与事業者は、居宅基準第9条の正当な理由により、利用申込  

者に対し自ら適切な指定福祉用具貸与を提供することが困難であると認めた場  

合には、居宅基準第10粂の規定により、当該利用申込者に係る居宅介護支援事 業者への連絡、適当な他の指定福祉用具貸与事業者等の紹介その他の必要な措  
置を速やかに講じなければならないものである。  

（4）受給資格等の確認  

① 居宅基準第11粂第1項は、指定福祉用具貸与の利用に係る費用につき保険   

給付を受けることができるのは、要介護認定を受けている被保険者に限られ   

るものであることを踏まえ、指定福祉用具貸与事業者は、指定福祉用具貸与   

の提供の開始に際し、利用者の提示する被保険者証によって、被保険者資格、   

要介護認定の有無及び要介護認定の有効期間を確かめなければならないこと   

としたものである凸  

② 同条2項は、利用者の被保険者証に、指定居宅サービスの適切かつ有効な   

利用等に関し当該被保険者が留意すべき事項に係る認定審査会意見が記載さ   

れているときは、指定福祉用具貸与事業者は、これに配慮して指定福祉用具   

貸与を提供するように努めるべきことを規定したものである。  

（要介護認定の申請に係る援助）  

第12粂 指定福祉用具貸与事業者は、指定福祉用具貸与の提供の開始に際し、  （5）要介護課長の申請に係る援助  
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① 居宅基準第12粂第i項は、要介護認定の申請がなされていれば、要介護認   

定の効力が申請時に遡ることにより、指定福祉用具貸与の利用に係る費用が   

保険給付の対象となり得ることを踏まえ、指定福祉用具貸与事業者は、利用   

申込者が要介護認定を受けていないことを確認した場合には、要介護認定の   

申請が既に行われているかどうかを確認し、中吉青が行われていない場合は、   

当該利用申込者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援   

助を行わなければならないこととしたものである。  

② 同条第2項は、要介啓認定の有効期間が原則として6か月ごとに終了し、   

継続して保険給付を受けるためには要介諸更新認定を受ける必要があること   

及び当該琵定が申請の日から30日以内に行われることとされていることを踏   

まえ、指定福祉用具貸与事業者は、居宅介護支援（これに相当するサービス   

を含む．）が利用者に対して行われていない等の場合であって必要と認めると   

きは、要介護認定の更新の申請が、遅くとも当該利用者が受けている要介護   

認定の有効期間が終了する30日前にはなされるよう、必要な援助を行わなけ   

ればならないこととしたものである。   

要介護認定を受けていない利用申込者については、要介護認定の申請が既に   

行われているかどうかを確認し、申請が行われていない場合は、当該利用申   

込者の意思を踏まえて速やかに当該申請が行われるよう必要な援助を行わな   

ければならない。  

2 指定福祉用具貸与事業者は、居宅介護支援（これに相当するサービスを含   

む。）が利用者に対して行われていない等の場合であって必要と認めるとき   

は、要介護認定の更新の申請が、遅くとも当骸利用者が受けている要介薄給   

定の有効期間が終了する30日前にはなされるよう、必要な援助を行わなけれ   

ばならない。  

（心身の状況等の把握） 13 指福用具 

第粂 定祉貸与事業者は、措定福祉用具貸与の提供に当たっては、   

利用者の係る居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者会議（指定居宅   

介繹支援等の事業の人員及び運営に関する基準（平成11年厚生省令第38号）   

第13粂第九号に規定するサービズ担当者会議をいう。以下同じ。）等を通じ   

て、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サ」ビス又   

は福祉サービスの利用状況等の把握に努めなければならない。  

（居宅介護支援事業者等との連携）  

第14粂 指定福祉用具貸与事業者は、指定福祉用具貸与を提供するに当たっ   

ては、居宅介護支援事業者その他保隆医療サービス又は福祉サービスを提供  

する者との密接な連携に努めなければならない。  

2 指定福祉用具貸与事業者は、指定福祉用具貸与の提供の終了に際しては、   

利用者又はその家族に対して適切な相談又は助言を行うとともに、当該利用   

者に係る居宅介護支援事業者に対する情報の提供及び保険医療サービス又は   

福祉サービスを提供する者との密接な連携に努めなければならない。  

（法定代理受領サービスの提供を受けるための援助）  

第15粂 指定福祉用具貸与事業者は、指定福祉用具貸与の提供の開始に際し、   

利用申込者が介護保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号。以下「施行   

規則」という。）第64条各号のいずれにも該当しないときは、当該利用申込   

者又はその家族に対し、居宅サービス計画の作成を居宅介護支援事業者に依   

頗する旨を市町村に対して届け出ること等により、指定福祉用具貸与の提供   

を法定代理受領サービスとして受けることができる旨を説明すること、居宅   

介護支援事業者に関する情報を提供することその他の法定代理受領サービス   

を行うために必要な援助を行わなければならない。  

（6）法定代理受領サービスの提供を受けるための援助   

居宅基準第15粂は、介讃保険法施行規則（平成11年厚生省令第36号。以下  

「施行規則」という。）第64粂第一号イ又はロに該当する利用者は、指定福祉  

用具貸与の提供を法定代理受領サービスとして受けることができることを踏ま  

え、指定福祉用具貸与事業者は、施行規則第64粂第一号イ又はロに吉亥当しない  

利用申込者又はその家族に対し、指定福祉用具貸与の提供を法定代理受領サー  

ビスとして受けるための要件の説明、居宅介護支援事業者に関する情報提供そ  

の他の法定代理受領サービスを行うために必要な援助を行わなければならない  

こととしたものである。  

（居宅サービス計画に沿ったサービスの提供）  

第16粂 指定福祉用具貸与事業者は、居宅サービス計画（施行規則第64条第   

一号ハ及びこに規定する計画を含む。以下同じ。）が作成されている場合は、   

当該計画に沿った指定福祉用具貸与を提供しなければならない。  

（居宅サービス計画等の変更の援助）  

第17粂 指定福祉用具貸与事業者は、利用者が居宅サービス計画の変更を希   

望する場合は、当該利用者に係る居宅介護支援事業者への連絡その他の必要   

な援助を行わなければならない。  

（7）居宅サービス計画等の変更の援助   

居宅基準第17粂は、指定塙祉用具貸与を法定代理受領サービスとして提供す  

るためには当隊措定福祉用具貸与が居宅サービス計画に位置づけられている必  

要があることを踏まえ、指定福祉用具貸与事業者は、利用者が居宅サービス計  

画の変更を希望する場合（利用者の状態の変化等により追加的なサービスが必  
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要となり、当該サービスを法定代理受領サービスとして行う等のために居宅サ  

ービス計画の変更が必要となった場合で、指定福祉用具貸与事業者からの当該  

変更の必要性の説明に対し利用者が同意する場合を含む。）は、当該利用者に係  

る居宅介護支援事業者への連絡、サービスを追加する場合に当該サービスを法  

定代理受領サービスとして利用する場合には支給限度額の範囲内で居宅サービ  

ス計画を変更する必要がある旨の説明その他の必要な援助を行わなければなら  

ないこととしたものである。  

（身分を証する書類の携行）  

第18粂 指定福祉用具貸与事業者は、従業者に身分を証する書類を携行させ、   

利用者又はその豪族から求められたときは、これを提示すべき旨を指導しな   

ければならい。  

（8）身分を証する書類の携行   

居宅基準第18条は、利用者が安心して指定福祉用具貸与の提供を受けられる  

よう、指定福祉用具貸与事業者は、当該指定福祉用具貸与事業所の従業者に身  

分を明らかにする証書や名札等を携行させ、利用者又はその家族から求められ  

たときは、これを提示すべき旨を指導しなければならないこととしたものであ  

る。この証箸等には、当該指定福祉用具貸与事業所の名称、当該従業者の氏名  

を記載するものとし、当該従業者の写真の貼付や職能の記載を行うことが望ま  

しい。  

（サービスの提供の記録）  

第19粂 指定福祉用具貸与事業者は、指定福祉用具貸与を提供した際には、   

当該指定福祉用具貸与の提供の開始日及び終了日並びに種目及び品名、当該   

措定福祉用具貸与について法第41条第6墳の規定により利用者に代わって支   

払を受ける居宅介護サービス費の額その他必要な事項を、利用者の居宅サー   

ビス計画を記載した書面又はこれに準ずる書面に記載しなければならない。  

2 指定福祉用具貸与事業者は、指定福祉用具貸与を提供した際には、提供し   

た具体的なサービスの内容等を記録するとともに、利用者からの申出があっ   

た場合には、文書の交付その他適切な方法により、その情報を利用者に対し   

て提供しなければならない。  

（9）サービスの提供の記録  

① 居宅基準第19粂第1項は、利用者及びサービス事業者が、その時点での支   

給傾度額の残額やサービスの利用状況を把握できるようにするために、指定   

福祉用具貸与事業者は、指定福祉用具貸与を提供した際には、当該指定福祉   

用具貸与の提供の開始日及び終了日経びに種目及び品名、保険給付の額その   

他必要な事項を、利用者の居宅サービス計画の書面又はサービス利用票等に   

記載しなければならないこととしたものである。  

② 同条第2項は、当該指定福祉用具貸与の提供日、提供した具体的なサービ   

ス内容、利用者の心身の状況その他必要な事項を記録するとともに、サービ  

ス事業者間の密接な連携等を図るため、利用者からの申出があった場合には、  

文書の交付その他適切な方法により、その情報を利用者に対して提供しなけ  

ればならないこととしたものである。   

また、「その他適切な方法」とは、例えば、利用者の用意する手帳等に記載  

するなどの方法である。   

なお、提供した具体的なサービスの内容等の記録は、居宅基準第204粂の2  

第Z項の規定に基づき、2年間保存しなければならない。  

（利用料等の受領）  

第197粂 指定福祉用具貸与事業者は、法定代理受領サービスに該当する指   

定福祉用具貸与を提供した際には、その利用者から利用料の一部として、当   

該指定福祉用具貸与に係る居宅介護サービス費用基準額から当該指定福祉用   

具貸与事業者に支払われる居宅介護サービス費の額を控除して得た額の支払   

を受けるものとする。  

（1）利用料等の受領  

① 居宅基準第197粂第1項、第2項及び第4項は、指定訪問介執こ係る居宅   

基準第20条第1項、第2項及び第4項と同趣旨であるため、第3の－（訪問   

介護）の3の（10）の①、②及び①を参照されたい。なお、指定福祉用具貸与   

は継続的な契約であるとともに利用者と対面する機会が少ないことから、指   

定福祉用具貸与事業者は、利用者から前払いにより数箇月分の利用料を徴収   

することも可能とするが、この場合であっても、要介言隻者の要介護認定の有   

効期間を超える分について前払いにより利用料を徴収してはならない。   

第3の－の3（10）より   

① 居宅基準第20条第1項は、指定福祉用具貸与事業者は、法定代理受領サ  

ービスとして提供される指定福祉用具貸与についての利用者負担として、   

居宅介護サービス費用基準額の1割（法第50条若しくは第60粂又は第69   

粂第3項の規定の適用により保険給付の率が9割でない場合については、  

それに応じた割合）の支払を受けなければならないことを規定したもので  

ある。   

注：法第50粂、第60粂、第69条第3項の規定とは、次のようなものである。   

① 法第5D条、第60粂は、省令（施行規則）で定める特別の事情（災害  

等）により、サービス費用の1割負担が一時的に凶琵な利用者について  

は、保険給付の率を、「9割超10割以下の範囲内において市町村が定めた  
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割合」とする規定である。  

② 法第69粂第3項は、市町村の徴収権が時効により消滅した保険料未納  

期間がある要介護者等については、市町村の定める期間、保険給付の率  

を7割に引き下げる、とする規．定である。   

② 同条第2項は、利用者間の公平及び利用者の保護の観点から、法定代理  

受領サービスでない指定福祉用具貸与を提供した際に、その利用者から支  

払を受ける利用料の額と、法定代理受領サービスである指定福祉用具貸与  

に係る費用の額の問に、一方の管理経費の他方への転嫁等による不合理な   

差額を轟けてはならないこととしたものである。  

なお、そもそも介護保険給付の対象となる指定福祉用具貸与のサービス  

と明確に区分されるサービスについては、次のような方法により別の料金  

設定をして差し支えない。  

イ 利用者に、当該事業が指定福祉用具貸与の事業とは別事菓であり、当  

該サービスが介護保険給付の対象とならないサービスであることを説明  

し、理解を得ること。  

ロ 当該事業の目的、運営方針、利用料等が、指定福祉用具貸与事業所の  
運営規程とは別に定められていること。  

ハ 会計が指定福祉用具貸与の事業の会計と区分されていること。  

② 同条第3項は、指定福祉用具貸与事業者は、指定福祉用具貸与の提供に関   

し、   

イ 通常の事業の実施地域以外の地域において指定福祉用具貸与を行う場合  

の交通費   

口 福祉用具の搬出入に通常必要となる人数以上の従事者やクレーン車が必  

要になる場合等特別な措置が必要な場合の当該措置に要する費用   

については、前2項の利用料のほかに、利用者から支払を受けることができ  

るものとし、介護保険給付の対象となっているサービスと明確に区分されない  

あいまいな名目による費用の支払いを受けることは認めないこととしたもので  

ある。  

2 指定福祉用具貸与事業者は、法定代理受額サービスに雷亥当しない指定福祉   

用具貸与を提供した際にその利用者から支払を受ける利用料の額と、指定福  

祉用具貸与に係る居宅介護サービス費用基準額との間に、不合理な差額が生   

じないようにしなければならない。  

3 指定福祉用具貸与事業者は、前2項の支払を受ける額のほか、次に掲げる   

費用の額の支払を利用者から受けることができる。   

一 通常の事業の実施地域以外の地域において指定福祉用具貸与を行う場合   

の交通費   

二 福祉用具の搬出入に特別な措置が必要な場合の当該措置に要する費用  

4 指定福祉用具貸与事業者は、前項の費用の額に係るサービスの提供に当た   

っては、あらかじめ、利用者又はその豪族に対し、当該サービスの内容及び   

費用について説明を行い、利用者の同意を得なければならない。  

5 指定福祉用具貸与事業者は、あらかじめ定めた期日までに利用者から利用   

料又はその一部の支払いがなく、その後の請求にもかかわらず、正当な理由   

なく支払に応じない場合は、当該指定福祉用具貸与に係る福祉用具を回収す   

ること等により、当弦指定福祉用具貸与の提供を中止することができる。  

（保険給付の請求のための証明書の交付）  

第21粂 指定福祉用具貸与事業者は、法定代理受領サービスに該当しない指   

定福祉用具貸与に係る利用料の支払を受けた場合は、提供した指定福祉用具   

貸与の種目、品名、費用の額その他必要と認められる事項を記載したサービ   

ス提供証明書を利用者に対して交付しなければならない。  

第3の－の3（10）より   

① 同条第4項は、指定福祉用具貸与事業者は、前項の費用の支払を受ける  

に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対してその餅等に関し  

て説明を行い、利用者の同意を得なければならないこととしたものである。  

（∋ 同条第5項は、利用者がその負担すべき利用料を支払わずに、福祉用具を   

使用し続ける事態を防止するため、そのような場合には指定福祉用具貸与事   

業者が福祉用具を回収すること等により、当該指定福祉用具貸与の埠供を中   

止できる旨を定めたものである。  

（11）保険給付の請求のため証明書の交付   

居宅基準第21条は、利用者が市町村に対する保険給付の請求を容易に行える  

よう、指定福祉用具貸与事業者は、法定代理受領サービスでない指定福祉用具  

貸与に係る利用料の支払を受けた場合は、提供した指定福祉用具貸与の種目、  

品名、費用の額その他利用者が保険給付を請求する上で必要と認められる事項  

を記載したサービス提供証明書を利用者に対して交付しなければならタいこと  

としたものである。  

（指定福祉用具貸与の基本取扱方針）  

第198粂 指定福祉用具貸与は、利用者の要介言婆状態の軽減又は悪化の防止   

並びに利用者を介博する者の負担の軽減に資するよう、適切に行わなければ   

ならない。  

2 指定福祉用具貸与事業者は、常に、清潔かつ安全で正常な機能を有する福   

祉用具を貸与しなければならない。  

3 指定福祉用具貸与事業者は、自らその提供する指定福祉用具貸与の質の評   

価を行い、常にその改善を図らなければならない。  

（指定福祉用具貸与の具体的取扱方針）  

（2）指定福祉用具貸与の基本取扱方針   

居宅基準第198条第2項は、指定福祉用具貸与においては、福祉用臭が様々  

な利用者に利用されることから、その衛生と安全性に十分留意することとした  

ものである。  
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